
・実施主体：近畿大学経済学部教授・博士(経済学)　古沢 昌之　、日本CHO協会

・実施期間：2022/3/14～2022/5/5　

・対　象　：日本CHO協会会員企業（外資系企業以外）

・回答数　：121件

【１．回答企業プロフィール】

1）業種 2）連結売上高

3）連結従業員数 4）日本本社から海外現地法人･支店への駐在員数

5）海外現地法人数 6）海外売上高比率　 (＊全売上高に占める

　　　「輸出+海外現地法人･支店の売上高」の比率)

7）海外現地法人･支店(駐在員事務所は除く)があるか

「本社人事部門の国際化」に関するアンケート 　  2022年5月

はい

83%

いいえ

17%
「いいえ」と回答された国内企業

21件

↓ 

【７】【８】の質問へ

製造業

61%

非製造業

39%

10億円未満

1%
10億円以上、

100億円未満

12%

100億円以上、

1,000億円未満

37%

1,000億円以上、

1兆円未満

37%

1兆円以上

13%

1,000人未満

26%

1,000人以上、

5,000人未満

34%

5,000人以上、

10,000人未満

13%

10,000人以上、

100,000人未満

22%

100,000人以上

5%

なし

18%

10人未満

24%
10人以上、

50人未満

20%

50人以上、

100人未満

15%

100人以上、

1,000人未満

22%

1,000人以上、10,000人未満

1%

なし

17%

10社未満

37%
10社以上、30社未満

21%

30社以上、50社未満

13%

50社以上、70社未満

3%

70社以上、100社未満

3%

100社以上

6%

10%未満

34%

10%以上、30%

未満

21%

30％以上、50%

未満

15%

50％以上、

70%未満

20%

70%以上

10%

「はい」と回答された多国籍企業

100件

↓ 

【２】以降、全ての質問へ
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【２】 事業展開の「国際化」を巡る状況

2-１）海外事業の「量的拡大」を巡る状況(5年前との比較)

2-２）海外事業の「質的深化」を巡る状況(5年前との比較)

2-３）「インバウンドビジネスや在日外国人対象のビジネス」を巡る状況(5年前との比較)

【３】現地人幹部の「育成」と「登用」(現地化)を巡る状況

10

16

25

7

43

50

51

32

36

17

16

34

9

12

5

22

2

4

3

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①「海外現地法人･支店数(駐在員事務所は除く)」の増減

②「海外従業員数」(海外現地法人･支店の従業員数)の増減

③「海外売上高」(輸出＋海外現地法人･支店の売上高)の増減

④海外現地法人･支店に派遣している「日本人駐在員数」の増減

大幅に(20%以上)増えた 少し増えた 変化なし 少し減った 大幅に(20%以上)減った

①「海外現地法人･支店数(駐在員事務所は除く)」の増減

②「海外従業員数」(海外現地法人･支店の従業員数)の増減

③「海外売上高」(輸出＋海外現地法人･支店の売上高)の増減

④海外現地法人･支店に派遣している「日本人駐在員数」の増減

15 13 39 16 17
5年前と比べ「インバウンドビジネス」や

「在日外国人対象のビジネス」の重要性は増している

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

5年前と比べ「インバウンドビジネス」や

「在日外国人対象のビジネス」の重要性は増している

32

21

39

28

20

26

6

18

3

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①海外現地法人･支店の「現地人幹部」の

「育成」に注力している

②海外現地法人･支店における「現地人の社長登用」

(経営トップの現地化)に注力している

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

①海外現地法人･支店の「現地人幹部」の「育成」に

注力している

②海外現地法人･支店における「現地人の社長登用」

(経営トップの現地化)に注力している

35

26

22

39

41

49

18

26

16

7

5

11

1

2

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①海外現地法人･支店の「現地市場への浸透」(現地の日系企業･

日本人相手のビジネスを除く)に対する期待が高まっている

②海外現地法人による「新商品開発やイノベーション・ベスト

プラクティスの創出」に対する期待が高まっている

③「日本本社―海外現地法人･支店」間または各現地法人･支店間

の「国境を越えた協働」(国際的なプロジェクト活動や国境を越

えた知識･情報の共有など)が活発化している

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

①海外現地法人･支店の「現地市場への浸透」(現地の日系企業･

日本人相手のビジネスを除く)に対する期待が高まっている

②海外現地法人による「新商品開発やイノベーション・ベスト

プラクティスの創出」に対する期待が高まっている

③「日本本社―海外現地法人･支店」間または各現地法人･支店

間の「国境を越えた協働」(国際的なプロジェクト活動や国境を

越えた知識･情報の共有など)が活発化している
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【４】「グローバル人的資源管理」を巡る状況

【５】「内なる国際化への取り組み」を巡る状況

5-1）現地人幹部の「育成」と「登用」(現地化)を巡る状況

【６】 「本社人事部門の国際化」を巡る状況

　(※)コロナ禍の影響が大きいと思われる設問は、コロナ禍以前の直近の状況を念頭に回答

6-1）本社人事部門の「国際化」(人員構成面)

下記社員が「いる」企業の割合(%)

40

8

17

6

35

23

44

19

19

28

31

37

6

31

9

26

0

10

0

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①海外現地法人･支店の現地人幹部に対する、

「経営理念･価値観」の浸透に注力しているか。

②日本本社と海外現地法人･支店の

「人事制度のグローバルな統一･共通化」に注力しているか。

③日本本社と海外現地法人･支店の現地人幹部との

「国境･国籍を越えた信頼関係」は、構築されているか。

④「現地人の国際人事異動」を含め、

「グローバル最適の人材活用･配置」は実現しているか。

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

①海外現地法人･支店の現地人幹部に対する、

「経営理念･価値観」の浸透に注力しているか。

②日本本社と海外現地法人･支店の

「人事制度のグローバルな統一･共通化」に注力しているか。

③日本本社と海外現地法人･支店の現地人幹部との

「国境･国籍を越えた信頼関係」は、構築されているか。

④「現地人の国際人事異動」を含め、

「グローバル最適の人材活用･配置」は実現しているか。

56

15

52

70

44

85

48

30

0 20 40 60 80 100

①海外駐在経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

②外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

③海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

④仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

いる いない

①海外駐在経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

②外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

③海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

④仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

15

11

10

11

9

44

33

33

9

23

28

28

32

31

24

6

23

15

29

28

6

5

9

21

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①「海外駐在経験」は、日本本社の経営幹部への

「キャリアパス」として重視されつつある

②日本本社が海外現地法人･支店へ発信する

「重要文書や通達」の「多言語化」に注力している

③日本本社における

「外国人社員」の「採用・活用」に注力している

④日本本社における

「外国人の役員への登用」に注力している

⑤「英語能力の昇格要件化」など、

「外国語能力と評価･処遇の結び付き」を強めている

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

①「海外駐在経験」は、日本本社の経営幹部への

「キャリアパス」として重視されつつある

②日本本社が海外現地法人･支店へ発信する

「重要文書や通達」の「多言語化」に注力している

③日本本社における

「外国人社員」の「採用・活用」に注力している

④日本本社における

「外国人の役員への登用」に注力している

⑤「英語能力の昇格要件化」など、「外国語能力と

評価･処遇の結び付き」が強まりつつある
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下記社員の「増減」(5年前との比較)

6-2）本社人事部門の「国際化」(業務面)

下記業務が「ある」企業の割合(%)

下記業務の「増減」(5年前との比較)

6

2

4

8

22

7

17

28

63

82

77

61

9

6

2

2

0 20 40 60 80 100

①海外駐在経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

②外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

③海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

④仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

大幅に(20%以上)増えた 少し増えた 変化なし 少し減った 大幅に(20%以上)減った

①海外駐在経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

②外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

③海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

④仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

63

56

73

66

40

37

61

37

44

27

34

60

63

39

0 20 40 60 80 100

①海外現地法人の人事部門との電話やメール、オンライン会議等

日常的なコミュニケーション

②海外現地法人の人事部門への重要文書・通達の日常的な発信

③日本の本社・事業部の海外事業担当部門との日常的な連携

④日本本社のトップとの海外現地法人の現地人幹部の育成・登用や

グローバルな人事施策に関する日常的な議論・打ち合わせ

⑤海外現地法人の人事部門を巻き込んでグローバルに

展開している施策やプロジェクト

⑥海外現地法人の現地人幹部の人事評価結果など人事情報の把握

⑦日常業務における外国語の使用(会話や文書・メールなど)

いる いない

①海外現地法人の人事部門との電話やメール、オンライン会議等

日常的なコミュニケーション

②海外現地法人の人事部門への重要文書・通達の日常的な発信

③日本の本社・事業部の海外事業担当部門との日常的な連携

④日本本社のトップとの海外現地法人の現地人幹部の育成・登用や

グローバルな人事施策に関する日常的な議論・打ち合わせ

⑤海外現地法人の人事部門を巻き込んでグローバルに展開している

施策やプロジェクト

⑥海外現地法人の現地人幹部の人事評価結果など人事情報の把握

⑦日常業務における外国語の使用(会話や文書・メールなど)

19

8

11

10

13

6

12

26

26

32

37

21

10

31

51

65

55

51

65

84

55

3

1

2

2

1

0

2

1

0

0

0

0

0

0 20 40 60 80 100

①海外現地法人の人事部門との電話やメール、オンライン会議等

日常的なコミュニケーション

②海外現地法人の人事部門への重要文書・通達の日常的な発信

③日本の本社・事業部の海外事業担当部門との日常的な連携

④日本本社のトップとの海外現地法人の現地人幹部の育成・登用や

グローバルな人事施策に関する日常的な議論・打ち合わせ

⑤海外現地法人の人事部門を巻き込んでグローバルに

展開している施策やプロジェクト

⑥海外現地法人の現地人幹部の人事評価結果など人事情報の把握

⑦日常業務における外国語の使用(会話や文書・メールなど)

大幅に(20%以上)増えた 少し増えた 変化なし 少し減った 大幅に(20%以上)減った

①海外現地法人の人事部門との電話やメール、オンライン会議等

日常的なコミュニケーション

②海外現地法人の人事部門への重要文書・通達の日常的な発信

③日本の本社・事業部の海外事業担当部門との日常的な連携

④日本本社のトップとの海外現地法人の現地人幹部の育成・登用や

グローバルな人事施策に関する日常的な議論・打ち合わせ

⑤海外現地法人の人事部門を巻き込んでグローバルに展開している

施策やプロジェクト

⑥海外現地法人の現地人幹部の人事評価結果など人事情報の把握

⑦日常業務における外国語の使用(会話や文書・メールなど)
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【７】 「多国籍企業」と「国内企業」の差異

7-1）「インバウンドビジネスや在日外国人対象のビジネス」を巡る状況(5年前との比較)

7-2）「内なる国際化への取り組み」を巡る状況

14

15

24

13

38

39

19

16

5

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国内企業

多国籍企業

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

「インバウンドビジネス」や「在日外国人対象のビジネス」の重要性は増している

10

11

9

33

9

23

32

31

24

15

29

28

9

21

15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①日本本社における「外国人社員」の

「採用・活用」に注力している

②日本本社における「外国人の役員

(取締役・執行役員)への登用」に注力している

③「英語能力の昇格要件化」など「外国語能力と

評価・処遇の結びつき」が強まりつつある

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

多国籍企業

①日本本社における「外国人社員」の

「採用・活用」に注力している

②日本本社における「外国人の役員(取締役・

執行役員)への登用」に注力している

③「英語能力の昇格要件化」など「外国語能力

と評価・処遇の結びつき」が強まりつつある

10

0

5

38

15

10

33

25

43

19

60

43

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①日本本社における「外国人社員」の

「採用・活用」に注力している

②日本本社における「外国人の役員

(取締役・執行役員)への登用」に注力している

③「英語能力の昇格要件化」など「外国語能力と

評価・処遇の結びつき」が強まりつつある

全くそのとおり どちらかと言えばそのとおり どちらとも言えない どちらかと言えば違う 全く違う

国内企業

①日本本社における「外国人社員」の

「採用・活用」に注力している

②日本本社における「外国人の役員(取締役・

執行役員)への登用」に注力している

③「英語能力の昇格要件化」など「外国語能力

と評価・処遇の結びつき」が強まりつつある
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7-3）本社人事部門の「国際化」

本社人事部門の「国際化」(人員構成面)：下記社員が「いる」企業の割合(%)

本社人事部門の「国際化」(人員構成面)：下記社員の「増減」(5年前との比較)

本社人事部門の「国際化」(業務面)

15

52

70

85

48

30

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

いる いない

多国籍企業

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む) 

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

0

21

32

100

79

68

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員
①外国人の人事部社員(逆出向者を含む) 

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

国内企業

2

3

8

7

16

27

80

73

59

6

2

2

2

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

大幅に(20%以上)増えた 少し増えた 変化なし 少し減った 大幅に(20%以上)減った

多国籍企業

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む) 

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

0

5

11

95

89

89

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む)

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

国内企業

①外国人の人事部社員(逆出向者を含む) 

②海外留学経験(1年以上)のある日本人の人事部社員

③仕事で2か国語以上使いこなせる人事部社員

61

19

39

81

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多国籍企業

国内企業

ある ない

日常業務における外国語の使用(会話や文書・メールなどで)があるか

12

0

31

19

55

81

2

0

多国籍企業

国内企業

大幅に(20%以上)増えた 少し増えた 変化なし 少し減った 大幅に(20%以上)減った

「5年前」と比べて、その数の増減は？
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【８】その他

8-1）「本社人事部門から海外現地法人･支店への 8-2）「本社人事部門を出張や研修で訪問する海外現地法人･

　　　　　出張者数」の(延べ人数)の増減は？ 　　　支店の人事部門の現地人社員数」(延べ人数)の増減は？

(多国籍企業のみ） (多国籍企業のみ）

8-3）「人的資源管理に関するグローバル共通の理念や基本方針を明文化し、

　　　　　　海外現地法人･支店の人事部門と共有化」しているか。

(多国籍企業のみ）

8-4）現在、本社人事部門の中に「海外の言語や文化に精通したメンバー」(日本人･外国人を問わず)を

　　意識的に増やそうとしているか。

(多国籍企業・国内企業共に回答）

大幅に(20%以上)増えた

1%

少し増えた

13%

変化なし

58%

少し減った

8%

大幅に(20%以上)減った

13%

わからない

7%

大幅に(20%以上)増えた

2%

少し増えた

7%

変化なし

66%

少し減った

7%

大幅に(20%以上)減った

8%

わからない

10%

全くそのとおり

10%

どちらかと言えばそのとおり

26%

どちらとも言えない

29%

どちらかと言えば違う

15%

全く違う

12%

わからない

8%

全くそのとおり

14%

どちらかと言えばそのとおり

20%

どちらとも言えない

30%

どちらかと言えば違う

15%

全く違う

16%

わからない

5%
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